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公     示 

 
公 示 第 ４ ８ 号 
 

「特定特別監視地域等において試行的に実施する増車抑制対策等の措置について」の一部改正について 
 

「特定特別監視地域等において試行的に実施する増車抑制対策等の措置について」（平成１９年１１月２０日付け公示第９４号）に

ついて、別紙のとおり一部改正する。 
 
 

平 成 ２ ５ 年 １ ０ 月 １ 日 
 
 
                     北陸信越運輸局長 和迩 健二 
 
 

 

別 紙「特定特別監視地域等において試行的に実施する増車抑制対策等の措置について」 

 

新  

 

旧 

 

公     示 

 

 公示第９４号 

 

 

 

公     示 

 

 公示第９４号 
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 特定特別監視地域等において試行的に実施する増車抑制対策等の

措置について 

 

 

 道路運送法第８条に規定するタクシー事業に係る緊急調整措置及

び同措置の発動を抑止するための予防措置である特別監視地域制度

については、「一般乗用旅客自動車運送事業の特別監視地域の指定の

要件等について」（平成14年7月1付け公示第19号）により運用し、平

成１９年度から、試行的な措置として、特定特別監視地域等を指定し

、著しい供給過剰を未然に防止するための各種施策を講じてきたとこ

ろであるが、今般、平成２５年度の特定特別監視地域等の指定に伴い

、下記のとおり措置することと定めたので公示する。 

 

 

 

  平成１９年１１月２０日 

 

               北陸信越運輸局長 有野一馬 

 

 

 

Ⅰ.（略） 

 

Ⅱ.１.２.（略） 

  

  ３．基準車両数内の増車に対する監査の特例 

   特別監視地域（特定特別監視地域を含む。以下同じ。）におい

ては、基準車両数を超えることとならない増車については、増車

実施事業者への一般監査（以下「増車監査」という。）の対象と

しないこととする。 

 

  

（１）、（２）（略） 

 

  ４．一定規模以上の減車に対する監査の特例 

   特定特別監視地域においては、減車後の一般車両の合計数が、

基準車両数を１０％以上下回る事業者（Ⅲ．２．による引き上げ

前の最低車両数基準を下回っている事業者を除く。）に対し、原

則として、一般監査及び呼出指導（以下「一般監査等）という。

）の対象としないこととする。 

 

 

 （１）（略） 

 

 （２）減車実施事業者に対する監査の特例措置 

   「自動車運送事業の監査方針について（平成２５年９月１７日

付け国自安第１３７号、国自旅第２１７号、国自貨第５５号、国

自整第１６１号）」の記３．⑭及び７．の規定にかかわらず、減

車により基準車両数を地方運輸局長が公示する基準以上下回る

こととなった事業者については、これらの規定による一般監査等

の対象としないこととする。 

 特定特別監視地域等において試行的に実施する増車抑制対策等

の措置について 

 

 

 道路運送法第８条に規定するタクシー事業に係る緊急調整措置

及び同措置の発動を抑止するための予防措置である特別監視地域

制度については、「一般乗用旅客自動車運送事業の特別監視地域の

指定の要件等について」（平成14年7月1付け公示第19号）により運

用し、平成１９年度から、試行的な措置として、特定特別監視地域

等を指定し、著しい供給過剰を未然に防止するための各種施策を講

じてきたところであるが、今般、平成２１年度の特定特別監視地域

等の指定に伴い、下記のとおり措置することと定めたので公示する

。 

 

 

  平成１９年１１月２０日 

 

               北陸信越運輸局長 有野一馬 

 

 

 

Ⅰ.（略） 

 

Ⅱ.１.２. （略） 

  

３．基準車両数内の増車に対する監査の特例 

   特別監視地域（特定特別監視地域を含む。以下同じ。）にお

いては、基準車両数を超えることとならない増車については、

増車実施事業者への巡回監査（以下「増車監査」という。）の

対象としないこととする。 

 

 

 （１）、（２）（略） 

 

  ４．一定規模以上の減車に対する監査の特例 

   特定特別監視地域においては、減車後の一般車両の合計数が

、基準車両数を１０％以上下回る事業者（Ⅲ．２．による引き

上げ前の最低車両数基準を下回っている事業者を除く。）に対

し、原則として、巡回監査、呼び出し監査及び呼び出し指導（

以下「巡回監査等）という。）の対象としないこととする。 

 

 

 （１）（略） 

 

 （２）減車実施事業者に対する監査の特例措置 

   「旅客自動車運送事業の監査方針の細部取扱いについて（平

成２１年９月２９日付け国自安第５７号、国自旅第１２５号、

国自整第５１号）」の記１（２）⑱、（３）⑪及び（４）の規

定にかかわらず、減車により基準車両数を地方運輸局長が公示

する基準以上下回ることとなった事業者については、これらの

規定による巡回監査等の対象としないこととする。 
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Ⅲ．１.２.（略） 

 

 ３．（１）～（３）（略） 

 

 （４）一般監査等の実施 

    運輸開始届出書を受理する際に確認書類がなく、運輸開始日

から社会保険等への 適正な加入が認められない場合は、一般監

査等を実施することとする。監査の結果、社会保険等の未加入が

確認された場合は、行政処分等の基準に基づき処分等を行うこと

を事業者に通知することとする。 

 

 （５）行政処分等 

    一般監査等の結果、社会保険等の未加入が確認された場合に

は、社会保険等関係機関に対して社会保険等の未加入状況につい

て照会し、未加入である旨の回答を得た場合は、道路運送法第８

６条１項違反として、行政処分等の基準に基づき処分等を行うこ

ととする。 

   なお、未加入事業者に対して行政処分等を行った場合は、当該

処分結果について、速やかに関係機関に連絡することとする。 

 

 

 ４．（略） 

 

 

 附 則（平成１９年１１月２０日付け公示第９４号）） 

 本公示は、平成１９年１１月２０日から適用する。 

  附 則（平成２０年７月１１日付け公示第４７号で一部改正） 

 本公示は、平成２０年７月１１日から適用する。 

  附 則（平成２１年７月１７日付け公示第３５号で一部改正） 

 本公示は、平成２１年７月１７日から適用する。 

  附 則（平成２１年８月１９日付け公示第４６号で一部改正） 

 本公示は、平成２１年８月１９日から適用する。 

  附 則（平成２１年１０月１日付け公示第６９号で一部改正） 

 本公示は、平成２１年１０月１日から適用する。 

 附 則（平成２３年１月４日付け公示第７４号で一部改正） 

 本公示は、平成２３年４月１日から適用する。 

 附 則（平成２５年１０月１日付け公示第４８号で一部改正） 

 本公示は、平成２５年１０月１日から適用する。 

 

 別紙様式１～４（略） 

 

 

 

Ⅲ．１.２.（略） 

 

 ３．（１）～（３）（略） 

 

 （４）巡回監査等の実施 

    運輸開始届出書を受理する際に確認書類がなく、運輸開始

日から社会保険等への適正な加入が認められない場合は、巡回

監査等を実施することとする。監査の結果、社会保険等の未加

入が確認された場合は、行政処分等の基準に基づき処分等を行

うことを事業者に通知することとする。 

 

 （５）行政処分等 

    巡回監査等の結果、社会保険等の未加入が確認された場合

には、社会保険等関係機関に対して社会保険等の未加入状況に

ついて照会し、未加入である旨の回答を得た場合は、道路運送

法第８６条１項違反として、行政処分等の基準に基づき処分等

を行うこととする。 

   なお、未加入事業者に対して行政処分等を行った場合は、当

該処分結果について、速やかに関係機関に連絡することとする

。 

 

 ４．（略） 

 

 

  附 則（平成１９年１１月２０日付け公示第９４号）） 

 本公示は、平成１９年１１月２０日から適用する。 

 附 則（平成２０年７月１１日付け公示第４７号で一部改正） 

 本公示は、平成２０年７月１１日から適用する。 

  附 則（平成２１年７月１７日付け公示第３５号で一部改正） 

 本公示は、平成２１年７月１７日から適用する。 

  附 則（平成２１年８月１９日付け公示第４６号で一部改正） 

 本公示は、平成２１年８月１９日から適用する。 

  附 則（平成２１年１０月１日付け公示第６９号で一部改正） 

 本公示は、平成２１年１０月１日から適用する。 

 附 則（平成２３年１月４日付け公示第７４号で一部改正） 

 本公示は、平成２３年４月１日から適用する。 

  

 

 

別紙様式１～４（略） 

 

 

 
公     示 

 
公 示 第 ４ ９ 号 
 

「特定地域の指定及び特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化の推進のために監督上必要となる措置の実施

について」の一部改正について 
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「特定地域の指定及び特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化の推進のために監督上必要となる措置の実施につい

て」（平成２１年１０月１日付け公示第６４号）を別紙のとおり一部改正する。 
 
 

平 成 ２ ５ 年 １ ０ 月 １ 日 
 
 
                     北陸信越運輸局長 和迩 健二 
 
 
別紙 特定地域の指定及び特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化の推進のために監督上必要となる 

措置の実施について 

新 旧 

公    示 

 

 

公示第６４号 

 

特定地域の指定及び特定地域におけ

る一般乗用旅客自動車運送事業の適正

化の推進のために監督上必要となる措

置の実施について 

 

 

    平成２１年１０月１日 

 

 

              北陸信越運輸局長 後藤 靖子 

 

 

特定地域の指定及び特定地域における一般乗用旅客自動車運送

事業の適正化の推進のために監督上必要となる措置の実施につい

て、下記のとおり定めたので公示する。 

 

記 

 

Ⅰ．～Ⅲ（略）  

 

Ⅳ．特定地域における減車実施事業者に対する監査の特例 

減車により、営業区域ごとの一般タクシー車両の合計数が、

Ⅱ．２．の基準車両数を１０％以上下回っている一般乗用旅客

自動車運送事業者（Ⅲ．１．（１）②による引き上げ前の最低車両

数基準を下回っているものを除く。）については、「自動車運送

事業の監査方針について（平成２５年９月１７日付け国自安第

１３７号、国自旅第２１７号、国自貨第５５号、国自整第１６

公    示 

 

 

公示第６４号 

 

特定地域の指定及び特定地域における

一般乗用旅客自動車運送事業の適正化の

推進のために監督上必要となる措置の実

施について 

 

 

    平成２１年１０月１日 

 

 

              北陸信越運輸局長 後藤 靖子 

 

 

特定地域の指定及び特定地域における一般乗用旅客自動車運送

事業の適正化の推進のために監督上必要となる措置の実施につい

て、下記のとおり定めたので公示する。 

 

記 

 

Ⅰ．～Ⅲ．（略） 

  

Ⅳ．特定地域における減車実施事業者に対する監査の特例 

減車により、営業区域ごとの一般タクシー車両の合計数が、

Ⅱ．２．の基準車両数を１０％以上下回っている一般乗用旅客

自動車運送事業者（Ⅲ．１．（１）②による引き上げ前の最低車両

数基準を下回っているものを除く。）については、「旅客自動車

運送事業の監査方針の細部取扱いについて（平成２１年９月２

９日付け国自安第５７号、国自旅第１２５号、国自整第５１号）」
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１号）」の記３．⑭及び７．の規定にかかわらず、原則として、

一般監査、呼出指導の対象としないものとする。 

なお、事業再構築特例公示に基づく休車による供給輸送力減

少については、基準車両数からの減少として取り扱わないもの

とする。 

 

 

附 則（平成２１年１０月１日付け公示第６４号） 

１． この公示は、平成２１年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２２年１月２９日付け公示第１１５号で一部改正） 

１． この公示は、平成２２年１月２９日から施行する。 

附 則（平成２３年１月４日付け公示第７３号で一部改正） 

１． この公示は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年４月１４日付け公示第２号で一部改正） 

１．この公示は、平成２３年４月１４日から施行する。 

附 則（平成２５年１０月１日付け公示第４９号で一部改正） 

１．この公示は、平成２５年１０月１日から施行する。 

 

 

の記１(２)⑱、(３)⑪及び(４)の規定にかかわらず、原則として、巡

回監査、呼び出し監査及び呼び出し指導の対象としないものと

する。 

なお、事業再構築特例公示に基づく休車による供給輸送力減

少については、基準車両数からの減少として取り扱わないもの

とする。 

 

附 則（平成２１年１０月１日付け公示第６４号） 

１． この公示は、平成２１年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２２年１月２９日付け公示第１１５号で一部改正） 

１． この公示は、平成２２年１月２９日から施行する。 

附 則（平成２３年１月４日付け公示第７３号で一部改正） 

１．この公示は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年４月１４日付け公示第２号で一部改正） 

１．この公示は、平成２３年４月１４日から施行する。 

 

 
 

○ 許 認 可 等 
 

■一般貨物自動車運送事業の許可（自動車交通部） 

申 請 者 

スズ生コン共販株式会社 

代表取締役 政頼 新次郎  

石川県珠洲市若山町広栗 23 部 1 番地

1 

許可年月日 平成２５年９月１３日 

 

申 請 者 

株式会社ガレージフィックス 

代表取締役 亀井 良直 

石川県金沢市駅西新町二丁目12番15

号 

許可年月日 平成２５年９月３０日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■一般貨物自動車運送事業の許可（霊柩事業）（自動車交通部） 

 

 

 

 

 

 

申 請 者 

株式会社 アクセル松本 

代表取締役 輿石 正人 

長野県松本市野溝東 1丁目 18番

6 号 

許可年月日 平成２５年９月１３日 

申 請 者 

 

久保 宗美 

長野県上田市上野 486 番地 3 

 

許可年月日 平成２５年９月１３日 

申 請 者 

株式会社 リバティ・ベル 

代表取締役 山崎 正博 

長野県長野市川中島町今井 30番

地 30 

許可年月日 平成２５年９月３０日 

申 請 者 

株式会社阿賀野市民ホール 

代表取締役 北村 健次 

新潟県阿賀野市外城町24番20号 

許可年月日 平成２５年９月３０日 
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■自動車分解整備事業の認証（自動車技術安全部） 

認証番号 新認証第２８９号 

認証年月日 平成２５年１０月１日 

事業者名 株式会社シンボ 

事業場名 オートバックス白根店 

事業場所在地 新潟県新潟市南区能登字前４３６番地１ 

自動車分解整備事業の種類 普通自動車分解整備事業 

小型自動車分解整備事業 

対象とする自動車の種類 普通自動車（小型）、普通自動車（乗用）、小型四輪自動車、 

小型三輪自動車、小型二輪自動車、軽自動車 

対象とする装置の種類 普小、普乗、小四、小三、小二、軽 

【原動機、動力伝達、走行、操縦、制動、緩衝、連結】 

業務範囲の限定 なし 

 

認証番号 新認証第２９０号 

認証年月日 平成２５年１０月４日 

事業者名 板垣 一郎 

事業場名 ＩＧオート 

事業場所在地 新潟県村上市府屋６５５番１０９ 

自動車分解整備事業の種類 普通自動車分解整備事業 

小型自動車分解整備事業 

対象とする自動車の種類 普通自動車（乗用）、小型四輪自動車、小型三輪自動車、 

小型二輪自動車、軽自動車 

対象とする装置の種類 普乗、小四、小三、小二、軽 

【原動機、動力伝達、走行、操縦、制動、緩衝、連結】 

業務範囲の限定 軽油を燃料とする原動機を除く 

 

■指定自動車整備事業の指定（自動車技術安全部） 

指定番号 北信指第１０１６８号 

指定年月日 平成２５年１０月１日 

事業者名 新潟スバル自動車 株式会社 

事業場の名称 新潟スバル自動車 株式会社 新潟昭和橋店 

事業場の所在地 新潟県新潟市中央区幸西二丁目４番１２号 

対象とする自動車の種類 普通自動車（小型）、普通自動車（乗用）、小型四輪自動車、 

小型二輪自動車、軽自動車 

業務範囲の限定 軽油を燃料とする原動機を除く 

指定の条件 － 
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○ 行 政 処 分 

 

■指定自動車整備事業者に対する行政処分（平成２５年１０月１日付） 

 

（自動車技術安全部） 

処分年月日 

事業者の氏名 

又は名称 
事業場の名称 処分等の種類 

違反行為の概要 

事業者の住所 事業場の所在地 違反条項 

 

平成２５年 

１０月１日 

 

協業組合 太陽自動

車工業 

協業組合 太陽自動車

工業 

指定自動車整備事業

の停止１５日間 
不正改造状態で適合証を交

付した。 
新潟県上越市大字福

橋字前田６３４番地

１ 

新潟県上越市大字福橋

字前田６３４番地１ 

道路運送車両法第９

４条の５第１項 

 

 

 


